
移転価格に関するDecree 132
2020年11月5日、政府は、Decree 20/2017 /NĐ-CP（「Decree 20」）及びDecree 68 / 2020 /NĐ-CP（「Decree 68
」）に代わるDecree 132/2020 /NĐ-CP（「Decree 132」）を公表しました。Decree 132は、2020年12月20日から
有効となり、2020年事業年度以降に適用されます。
Decree132における主な変更点は以下のとおりです。

1. 適用範囲の拡大

Decree 132は、関連当事者取引のある法人税（CIT）の納税義務者に適用されます。従って、外国契約者も当該
Decreeの適用対象となる可能性があります。 

ただし、外国契約者は独立企業間価格の原則のみが対象となるのか、それとも移転価格に関する情報の開示及び
文書化義務の対象となるのかについては、Decree 132では明確になっておりません。 

2. 独立企業間価格レンジの下限値の引き上げ

Decree 20の独立企業間価格レンジの下限が第25百分位から第35百分位に引き上げられ、Decree132では、当該
レンジが第35百分位から第75百分位までとされました。納税者の分析結果がこの新しい独立企業間価格レンジか
ら外れた場合、税務当局は中央値まで移転価格調整を行うことができます。

納税者は、移転価格リスクを回避するために、今後の移転価格ポリシーを再検討し、必要に応じてベンチマーク分
析を調整する必要があります。

3. 商用データベースの使用

Decree 132 は、納税者と税務当局両方による商用データベースと公開情報の使用を引き続き認めています。

しかし、納税者が税金に関する法規制に準拠していないとみなされる場合、税務当局は内部データベース(すなわ
ち、“非公開”の比較対象データ)を使用して、課税することができると規定しています。納税者が規則に準拠してい
るかの判断は主観的になるため、納税者と税務当局との間で議論になるものと思われます。

4. 国別報告書の提出要件の変更

国別報告書の作成と提出に関する主な変更点は以下のとおりです：

	— 課税年度の全世界の連結売上が18兆ドンを超えるベトナムの最終親会社は、当該課税年度末から12ヶ月以内
に国別報告書を税務当局に提出しなければなりません。

	— 国別報告書を提出することを義務づけられている外国の最終親会社の所在地国とベトナムがが自動的交換多
国間合意（AEOI）を締結している場合、原則的には税務当局がAEOI に従って国別報告書を入手します。ただ
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し、以下の場合では、国別報告書を現地で提出する必要があります：

– 最終親会社が所在する国・地域がベトナムとの情報交換に関する二国間条約を締結していない

– 最終親会社が所在する国・地域がベトナムとの情報交換に関する二国間条約を締結しているが、ベトナム
に国別報告書の内容を自動的に提供するための情報の自動交換システムが停止された、もしくは機能して
いない

	— 最終親会社が外国の法人で、ベトナムに複数の納税者があり、国別報告書の提出を行うベトナム納税者を通知
書で選定した場合、選定されたベトナム納税者は国別報告書を提出する必要があります。また、親会社の会計
年度の終了日までに当該選定通知書を税務当局に提出する必要があります。

5. 利息費用の損金算入限度額

Decree 132では、Decree 68の変更点と同様、損金算入限度額について以下の変更がなされました：

	— Decree20ではEBITDAの20%とされていた損金算入限度額が、EBITDA  の30%に引き上げられます。な
お、EBITDAは、利払前・償却前・税引前の純営業利益合計として算定されます。

	— Decree 20には、支払利息と受取利息の相殺に関する記載はありませんが、利息費用は純支払利息（すなわ
ち、受取利息と相殺後)として計算されることが明記されました。

	— 新しい損金算入限度額は2017年度まで遡及適用されますが、遡及適用するためには、法人税修正申告書を
2021年1月1日までに提出する必要があります。

	— 損金不算入となる利息費用は、5年以内の期間にわたり繰越し、その後の損金算入限度額を超えない範囲で使
用することができます。但し、繰越については2019会計年度から適用され、2017年度までの遡及適用ができま
せん。

	— なお、当該限度額は、特定の政府支援融資には適用されません。

6. その他の注目点

	— Decree 132では関連者の定義が拡大され、企業と個人との一定の資本譲渡取引及び融資取引が関連者間取
引に含まれることとなりました。

	— Decree 132 によると、各当事者の状況及び取引の性質によって海外の関連者をベンチマーク分析の「比較対
象企業」として選択することができます。 

	— 税務調査・移転価格調査の際に税務当局から要請されるTP文書の提出の期限は税務調査に関する法令に従
わなければならないと規定されていますが、当該法令には情報提供の期限について詳細の記載がありません。
そのため、納税者が税務調査官の要請を受けてから数日以内にTP文書を提出することとなる可能性がありま
す。

	— 国内の関連者とのみ関連者間取引のある納税者の場合で、納税者と関連者に適用される法人税率が同じであ
り、かつ、いずれの当事者も優遇税制を享受していない場合、移転価格文書の作成は免除されます。

Decree132は2020年の事業年度から適用されるため、事業や税務コンプライアンスに及ぼす潜在的な影響を評
価することが必要です。

追加の情報及びサポートが必要な場合は、弊社まで遠慮なくご相談ください。
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